
(総括表)
平成29年度 国民健康保険特別会計 補正予算（第１号）の概要

平成29年12月27日
平 成 ２９ 年 度
第３回運営協議会
資　料　１ － １

補正額合計 △ 3,802千円 補正額合計 △ 3,802千円

千円 千円

① 3,400 ① 1,900

② 1,917 ② 1,623

③ △ 403 ③ 430

④ △ 740 ④ 571

⑤ △ 750 ⑤ 37

⑥ △ 750 ⑥ △ 1,741

⑦ △ 2,147 ⑦ △ 2,822

⑧ △ 4,329 ⑧ △ 3,924

補正後の予算規模

補正前予算額 千円

１号補正額 千円

１号補正後の予算額 千円

後期高齢者支援金

その他一般会計繰入金

8,797,324

△ 3,802

8,793,522

国・都支出金等返納金

保険税還付金

給付等システム改修委託料

歳 入 歳 出

主 な 内 容 主 な 内 容

職員手当等療養給付費等交付金

特定健康診査等負担金(都)

療養給付費等負担金

介護納付金

前期高齢者交付金

財政調整交付金

国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金

特定健康診査等負担金(国) 前期高齢者納付金

印刷製本費(資格事務費)
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(歳入）
(単位：千円）

説 明 備 考 歳出

3 国庫支出金 △ 3,637
療養給付費等負担金 △ 2,147納付金等の変更に伴い減　1,479,461 →1,477,314 有
特定健康診査等負担金(国) △ 750収入見込み額による(都負担金と同額)　　13,680 → 12,930 有
国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金 △ 740交付決定額等による　16,071 → 15,331 有

4 療養給付費等交付金 3,400
療養給付費等交付金 3,400変更交付決定による  81,289 → 84,689 有

5 前期高齢者交付金 1,917
前期高齢者交付金 1,917支払基金からの通知による  1,587,811 → 1,589,728

6 都支出金 △ 1,153
特定健康診査等負担金(都) △ 750収入実績額による　13,680 → 12,930 有
財政調整交付金 △ 403納付金等の変更に伴い減　372,399 → 371,996 有

9 繰入金 △ 4,329
その他一般会計繰入金 △ 4,329財源調整　934,012 → 929,683

△ 3,802

款 補 正 額

歳 入 合 計
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(歳出） 
(単位：千円）

説 明 備 考 歳入

1総務費 854
職員手当等 1,900職員構成の変動等による　21,114 → 23,014
(うち期末手当) (236)3,084 → 13,320
(うち住居手当) (150)0 → 150
(うち通勤手当) (96)494 → 590
(うち時間外手当) (1,418)1,463 → 2,881　支出実績からの見込みによる
共済費 305職員構成の変動等による　9,310 → 9,615
印刷製本費(資格事務費) △ 1,741契約差金　5,567 → 3,826
給付等システム改修委託料 571広域化に伴う事業報告内容の変更に対応するため改修　378 → 949
手数料(課税事務費) △ 181契約差金　669 → 488

3後期高齢者支援金等 △ 2,822
後期高齢者支援金 △ 2,822支払基金からの通知による  977,272 → 974,450 有

　後期高齢者納付金の減

4前期高齢者納付金等 37
前期高齢者納付金 37支払基金からの通知による  3,463 → 3,500

　前期高齢者納付金の増

6介護納付金 △ 3,924
介護納付金 △ 3,924支払基金からの通知による  419,970 → 416,046 有

10諸支出金 2,053
保険税還付金 430決算見込みによる   12,480 → 12,910

  直近の決算状況より
国・都支出金等返納金 1,623返納金確定による   1 → 1,624

  平成28年度国民健康保険特定健康診査・保健指導負担金(都・国)返納額

△ 3,802

款 補 正 額

歳 出 合 計
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国民健康保険特別会計
返還額（円） 返還期限 受入額 交付決定額

1,624,000
国民健康保険特定健康診査・保健指導国庫負担金返還金 812,000 3月 13,282,000 12,470,000
国民健康保険特定健康診査・保健指導都負担金返還金 812,000 3月 13,282,000 12,470,000

0

合計 1,624,000
1号まで 0
累計 (1,624)千円 

-　4　-



1.補正予算額
歳入・歳出総額3,802千円の減額補正 (予算総額：8,797,324千円 → 8,793,522千円)

２.補正予算のポイントについて

○ 歳入
   ・ 歳出の減に連動した国・都支出金の減、通知等による交付額の決定
● 歳出
   ・職員構成の変動による人件費の補正
   ・通知等により支出額が確定した負担金等につき、差額分を補正する。

３.歳入歳出の主な内容

△ 2,147 ①職員手当等 1,900
△ 403 ②共済費 305

　後期高齢者支援金、介護納付金の減を受けて減。 　当初予算時は再任用職員1名で計算されていたものが正職員となったため、
　期末手当及び共済費に変動があった。その他時間外の増等による。

③特定健康診査等負担金(国) △ 750 ③印刷製本費(資格事務費) △ 1,741
④特定健康診査等負担金(都) △ 750 ④手数料(課税事務費) △ 181
　都の収入実績に合わせ、国負担金分も補正する。 　契約差金。

⑤給付等システム改修委託料 571
△ 740 　広域化に伴い変更となる事業報告書の新規追加項目について

　交付額の通知による。 　国保システムで集計・出力可能となるよう改修を行うもの。
⑥後期高齢者支援金 △ 2,822

⑥療養給付費等交付金 3,400 ⑦前期高齢者納付金 37
　変更交付決定による増。 ⑧介護納付金 △ 3,924

　納付金額の確定により、差額を補正するもの。
⑦前期高齢者交付金 1,917 ⑨保険税還付金 430
　交付額の通知による。 　10月末までの支出見込みと、近年の支出実績から決算を見込んだもの。

⑩国・都支出金返納金 1,623
⑧その他一般会計繰入金 △ 4,329   返納額の確定により計上する。特定健診・保健指導負担金(国・都)返還金。
　財源調整により減。

②財政調整交付金(都)

⑤国民健康保険制度関係業務準備事業費補助金

平成29年12月議会における補正予算概要について

●歳出 △ 3,802○歳入 △ 3,802主な内容（千円） 主な内容（千円）

資 料 １ － ２

平成29年12月27日

平 成 29年 度
第3回運営協議会

①療養給付費等負担金(国)



平 成 29年 12月 27日 

平 成 ２ ９ 年 度 

第 ３ 回 運営 協 議 会 

資 料 １ － ３ 
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国 立 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

補 正 予 算 (第 １ 号) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（ １ ） 

 

平成２９年度国立市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

 平成２９年度国立市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ3,802千円を減額し、歳入歳出予算の総 

 額を歳入歳出それぞれ8,793,522千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算 

 の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      平成２９年１２月１日提出 

 

                       東 京 都 国 立 市 長                    永 見 理 夫 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 







 



 

 

 

 

 

 

 

 

平成２９年度  

 

 

国 立 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 

補正予算（第１号）説明書 

 















































Ⅱ ． 給 与 費 明 細 書

１ ． 一  般  職

  　（１）  総      括

(千円) (千円) (千円) (千円)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

880

1,900

補　正　後 402 4,791

30,655

職 員 手 当

等 の 内 訳

150 0 1,418

0 880

比　　　較 0 0

補　正　前 402 4,791

0

9,310

305

共　済　費

21,114

9,615

給　　　　　　与　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職員手当等 計

23,014 53,669

51,769

比　　　較

職　員　数

補　正　後

補　正　前 30,655

0

2,881

1,463

区　　　分

1,900

150

区　　　分

(千円)

扶 養 手 当 地 域 手 当 住 居 手 当 管理職手当 時間外勤務手当

(人)

9

9

（　 28 　）



(千円)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

590 13,320

13,084

23696

494

61,079

2,205

合　　計

63,284

備　　　　考

児 童 手 当退 職 手 当期 末 手 当通 勤 手 当特殊勤務手当

（　 29 　）



　　（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

増　　減　　額

（千円）

　　給与改定に伴う増減分

給　　　　 料

職 員 手 当 1,900

　　 その他の増減分 1,900

　　制度改正に伴う増減分

　　その他の増減分

（千円）
区　　　分

増　減　事　由　別　内　訳

　　普通昇給に伴う増加分

（　 30 　）



職員構成等の変動による増減分

1,900千円

説　　　　明 備　　　　考

（　 31 　）



平成２９年度第１回、第２回東京都国民健康保険運営協議会資料（一部抜粋）

資 料 ２ － １

国民健康保険制度改革

(国保都道府県化)について

平成29年12月27日
平 成 ２ ９ 年 度
第３回運営協議会
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１．納付金総額及び保険税で賄う納付金額(一般分)

単位：円

平成２９年度当初予算の（A）欄は、当初予算のうち納付金に相当する費用で試算。

（B）欄は、（A）欄に充当可能な財源(例・基盤安定繰入金、国特別調整交付金、保険税滞納繰越分収納額等）を充てた残額となります。

また、（B）欄は、赤字繰入金を充てる前の金額となります。

２．国立市の現行保険税率等と平成３０年度仮係数時の標準保険税率等との比較

所得割
(％)

均等割
(円)

所得割
(％)

均等割
(円)

所得割
(％)

均等割
(円)

5.50 20,000 1.80 10,000 1.85 11,000

6.77 38,494 2.35 13,305 2.06 15,344

1.27 18,494 0.55 3,305 0.21 4,344

第 ３ 回 運 営 協 議 会
平 成 29 年 度
平 成 29年 12月 27日

国立市の平成３０年度仮係数に基づく納付金の算定結果について

納付金総額
（A)

(A)のうち保険税で賄う
納付金額　（B)

資 料 ２ － ２

平成２９年度当初予算 2,531,151,000 2,373,015,000

平成３０年度仮係数での試算 2,461,692,040 2,173,216,943

差 △ 69,458,960 △ 199,798,057

医療分 後期高齢者支援金分 介護納付金分

国立市の現行税率等

平成３０年度仮係数時の
標準保険税率等

差


